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[要約] 

◼ 5 月 19 日公表予定の 2026 年 1-3 月期の GDP1 次速報では、実質 GDP が前期比年率＋

2.9％（前期比＋0.7％）と、2 四半期連続のプラス成長になると予想する。4 月 30 日

時点では、前期比年率＋3.3％（前期比＋0.8％）を予想していたが、その後公表され

た基礎統計の結果を踏まえ、予測値を下方修正した。 

◼ 今回の改訂を踏まえても、26 年 1-3 月期の実質 GDP は、個人消費や輸出等によって押

し上げられることが見込まれ、全体としては力強い結果になるとの見方に変わりはな

い。4-6 月期についてもプラス成長を続けるとみているが、中東情勢が国内外の経済

活動に及ぼす影響には警戒が必要だ。 

 

図表 1：2026 年 1-3 月期 GDP 予測比較表 

 

実質国内総生産(GDP) 前期比％ 0.8 0.7

前期比年率％ 3.3 2.9
民間最終消費支出 前期比％ 0.4 0.4
民間住宅 前期比％ 3.0 3.0
民間企業設備 前期比％ ▲ 0.4 ▲ 0.4
民間在庫変動 前期比寄与度％pt 0.2 0.2
政府最終消費支出 前期比％ 0.1 0.1
公的固定資本形成 前期比％ 1.2 1.2
財貨・サービスの輸出 前期比％ 1.2 1.3
財貨・サービスの輸入 前期比％ ▲ 0.5 ▲ 0.0

内需寄与度 前期比寄与度％pt 0.5 0.5
外需寄与度 前期比寄与度％pt 0.3 0.2
名目GDP 前期比％ 1.1 1.0

前期比年率％ 4.6 4.2
GDPデフレーター 前年比％ 3.1 3.1
（注）寄与度の合計は四捨五入の関係上、実質GDP成長率と必ずしも一致しない。
（出所）内閣府統計より大和総研作成
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2026年 1-3月期の実質 GDP成長率は前期比年率＋2.9％に下方修正 

5月 19日公表予定の 2026年 1-3月期の GDP1次速報では、実質 GDPが前期比年率＋2.9％（前

期比＋0.7％）と、2四半期連続のプラス成長になると予想する。4月 30日時点では、前期比年

率＋3.3％（前期比＋0.8％）を予想していた1が、その後公表された基礎統計の結果を踏まえ、

予測値を下方修正した。 

5 月 12 日に公表された家計調査等の結果を反映し、個人消費の予測値を下方修正したが、小

数第二位以下を四捨五入した伸び率は前期比＋0.4％から変わらなかった。財とサービスがい

ずれも増加したと予想する。ただし、26年 1-3月期の個人消費の伸びには、25年 10-12月期の

インバウンドが大幅に上方修正されたことによる影響も含まれており、留意が必要である2。 

また、5 月 13 日に公表された国際収支統計の結果を反映し、輸出の予測値を前期比＋1.2％

から同＋1.3％に、輸入の予測値を前期比▲0.5％から同▲0.0％に上方修正した。4 月 30 日時

点の予想と比べ、サービスの輸出入を共に上方修正したことが主な要因である。輸入の上方修

正幅が輸出の上方修正幅を上回ったため、外需寄与度の予測値を前期比＋0.3％pt から＋0.2％

ptに下方修正した。 

今回の改訂を踏まえても、26 年 1-3 月期の実質 GDP は、個人消費や輸出等によって押し上げ

られることが見込まれ、全体としては力強い結果になるとの見方に変わりはない。4-6 月期に

ついても、個人消費や設備投資等の増加によって、プラス成長を続けるとみているが、緊迫す

る中東情勢の悪化・長期化はリスク要因である。原油価格高騰は物価高を通じて個人消費を下

押しし、事業環境の不確実性の高まりや原材料費上昇、供給不足は設備投資にも影響し得る。

さらに中東産原油の供給減少の影響を受けやすいアジア経済の下振れによる外需の減少にも注

意すべきだ。 

 

 
1 需要項目ごとの説明を含む詳細は、畑中宏仁・神田慶司「2026 年 1-3 月期 GDP（1 次速報）予測～前期比年

率＋3.3％を予想～」（大和総研レポート、2026 年 4 月 30日）を参照。 
2 個人消費（民間最終消費支出）は、国内家計最終消費支出からインバウンド（非居住者家計の国内での直接

購入）を差し引き、アウトバウンド（居住者家計の海外での直接購入）と対家計民間非営利団体最終消費支出

を加えることで求められる。控除項目であるインバウンドが上方修正され、2025 年 10-12 月期における個人消

費の水準が下がった分、2026 年 1-3 月期の個人消費の伸び率は押し上げられる見込みである。 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260430_025740.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260430_025740.html



